
熊本県地域公共交通計画について
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資料１



１．計画策定の背景

■熊本県人口ビジョン（平成２７年１０月）

・１９９８年を境に（全国より約１０年早く）、本県の人口は減少局面に突入。
・２０４０年における県内人口は１５９．３万人（社人研推計は１４６．７万人）。
（２０１９年１０月１日現在：１７４．７万人）
・老年人口割合は２０４０年まで緩やかに増加する見込み。
（２０１９年１０月１日現在：３１．１％）

■地域公共交通への影響

需要・供給の両面で現に発生している人口減少局面の影響

利用者減少
収支悪化

自治体負担の増加
労働力不足
（運転士等）

⇒今後さらに本格的な人口減少・高齢社会の到来に伴い、影響は増大する見込み
⇒現在の公共交通網を“単に維持”していくことは困難（かつ合理的でない）と考えられる

■広域での取組みの必要性
○県内では、すでに１８の地域公共交通網形成計画が策定され、これに基づく取組が進められているところ。
○しかし、幹線的なバス路線や鉄道については、再編に係る市町村間の合意形成が困難なことから、計画の中で単に
幹線として位置付けるのみ、若しくは再編の方針を打ち出したとしても実施に至らないケースが多い。

これらの背景を踏まえ、県内全域で地域の実情に応じた持続可能な公共交通網を “計画的に”構築

していくため、県・市町村・交通事業者等関係者の共通認識となる「熊本県地域公共交通計画」を、
県が主体となってとりまとめ、具体的な取組みを進めていく。

⇒計画策定に必要な協議等を行う場として「熊本県地域公共交通協議会」を設立する 2
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※５事業者の運転士数の年齢構成・雇用実績・退職実績等を踏まえ推計した結果

は生産年齢人口減を加味した推計値

過去５年間の各社の雇用・退職等実績を踏まえ将来の運転士数を推計したところ、
１０年後には１４９人減少（２０１８年度比で１７％減少）する見込み。
（※県内の生産年齢人口の減少を加味すれば、さらに減少する可能性もある。）

▲50人 ▲8２人 ▲1４９人

（100％） （９４％） （91％） （83％）

定員数に対して４５人不足

■運転士不足の深刻化（＝熊本の喫緊の課題）

849 814
735

１．計画策定の背景

※R2.1.27 熊本におけるバス交通のあり方検討会 検討成果より



６
経営資源の

最適配置

現在の５社の垣根にとらわ
れず、常に運転士や車両
の最適配置を検討します。

4

あるべきバス路線網とは、利用者のニーズに沿った利便性の高い持続可能なバス路線網
を指す。この実現に向けて路線バス事業者５社がその垣根を越えて取り組むことはもとより、
鉄軌道事業者・タクシー事業者・関係機関・地元自治体等とも緊密な連携が必要。

バスレーンを
伴う階層化

４

バスレーンの導入などとと
もに、バス路線の幹線支
線化を進めます。

５ 利用促進策の拡充

共通定期券、乗継割引の
拡充、均一運賃制などの
検討を進めます。

１
重複区間等の

最適化

バス同士や鉄軌道との重
複区間等で、需給バランス
の最適化を図ります。

３ 新規路線等の拡充

わかりやすく利用しやすい
新規路線やニーズに沿っ
た増便を進めます。

コミュニティ交通等
と連携したNW維持

２

需要に応じてバスとコミュ
ニティ交通等が役割分担し、
NW全体を維持します。

▲あるべきバス路線網の実現に向けた取組と対象エリア

※ＮＷは、ネットワークを指します。

※上図は2018年度当時のバス路線網

１．計画策定の背景

※R2.1.27 熊本におけるバス交通のあり方検討会 検討成果より



２．地域公共交通計画について

「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」を明らかにする「マスタープラン（ビジョン＋事業体系を記載するもの）」
としての役割を果たすものです。国が定める基本方針に基づき、地方公共団体が協議会を開催しつつ、交通事業者等
との協議の上で策定します。まちづくりと連携し、かつ面的な公共交通ネットワークを再構築するために実施する事業
（地域公共交通特定事業など様々な取組）について記載します。

（国土交通省『地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画作成のための手引き』より抜粋）

■「地域公共交通網形成計画」とは・・・

“現行の”地域公共交通活性化再生法に基づく計画

■地域公共交通活性化再生法の改正（令和２年６月３日公布）

まちづくりと連携した地域公共交通
ネットワークの形成の促進

地域公共交通網形成計画（H26）

持続可能な旅客運送サービスの提供の確保

地域公共交通計画

まちづくりと連携した地域公
共交通ネットワークの形成

地域における
輸送資源の総動員

・「地域公共交通ネットワークの形成」に加え、「地域における輸送資源を総動員」することで、持続可能な地域の旅客運送サービスの提供を
確保することを目的とする「地域公共交通計画」の作成・実施を推進。
・地方公共団体による「地域公共交通計画」の作成を努力義務化。

【計画に記載する事項】
①基本的な方針

目指すべき将来像と公共交通が果たすべき役割を明確化し、取組の方向性を設定

②計画の区域
地域の交通圏をもとに計画の区域を設定

③計画の目標
①の基本的な方針に即して目標を設定（利用者数・収支等定量的な目標を設定）

④事業・実施主体
地域旅客運送サービスの全体像を明らかにし、必要な事業・実施主体を整理

⑤達成状況の評価
計画達成状況の評価に係る時期や方法等を整理

⑥計画期間
計画目標や地域の実情等を踏まえ設定（原則５年程度）

⑦他の計画との連携
上位・関連計画との連携に関する事項について整理 5



３．熊本県地域公共交通計画のイメージ
■地域交通の現状と課題 ■目指す地域交通計画

加速化する
人口減少局面
2019年：174.7万人
↓

2040年：159.3万人
（社人研推計は146.7万人）

過疎地を
中心とした
利用者減少
ここ３年でも
14％減少（バス）

収支の悪化
↓

自治体負担の増大
県・市町村合計で
年間30億円以上

（バス＋コミュニティ交通等）

運転士不足の深刻化と
それによるサービス縮小
10年後はさらに150人減少見込み

需
要
面
の
影
響

供
給
面
の
影
響

背
景

人口減少・高齢化社会に対応する“持続可能な公共交通網”の
構築に向けた県全体のマスタープラン

計画の柱① 県全体の幹線公共交通ネットワークの提示

計画の柱② コミュニティ交通の充実に向けたロードマップの提示

【拠点の設定】

【幹線の設定】

【交通圏・移動圏の設定】

幹線公共交通ネットワークで
結ぶべき拠点の設定
（広域拠点、市町村内拠点のような
いくつかの階層分けを想定）

住民の移動実態を踏まえた
交通圏・移動圏の設定
（同一の交通圏に属すべき
拠点をグルーピング）

拠点どうしを結ぶ幹線公共交通の設定
（鉄道orﾊﾞｽ、ｻｰﾋﾞｽ水準・
利用者数の基準（目標値）等）

幹線交通の
維持に資する
具体的施策

バス事業者の
共同経営

沿線と連携
した鉄道の
利用促進策

etc.

バス
路線

検討
基準

バス路線を維持

コミュニティ転換

手段・具体
スキーム
の検討

【検討基準の設定】
・利用状況（○人/日未満、○人/便未満）
・収支率（○％未満）
・行政負担額（○円/年以上）
・幹線でないこと etc.

【“多様な手段”の提示】
・新技術（ＡＩ、自動運転等）の活用
・相乗りタクシー
・事業者協力型自家用有償運送 etc.
※導入に適した地域特性や県内での
導入可能性について検討・提示

導入 モニタ
リング

【見直し基準の設定】
・利用状況（○人/日未満、○人/便未満）
・収支率（○％未満）
・行政負担額（○円/年以上） etc.

【※その他の検討事項】
・県、市町村、交通事業者等各関係者の役割の整理
・県の施策方針（必要な支援のあり方等）の提示 6



４．熊本県地域公共交通計画の位置づけ

【上位計画】

○次期基本方針 （現在策定中）

（※前期基本方針：『熊本復旧・復興４カ年戦略』）

○７月豪雨からの復旧・復興プラン（現在策定中）

熊本県
地域公共
交通計画

〔県の計画〕

【他の関連計画】

○熊本都市圏都市交通ＭＰ
○熊本県都市計画区域ＭＰ
○観光立県推進計画
○やさしいまちづくり推進指針
○高齢者福祉計画
○障がい者計画

等

〔市町村の計画〕

【上位計画】

○総合計画
○まち・ひと・しごと創生総合戦略

地域公共交通網
形成計画

※県内18地域で策定済
（１地域で策定中）

上位計画を踏まえ策定
上位計画を
踏まえ策定

整合 整合

7



５．県内市町村の地域公共交通網形成計画（地域公共交通計画）策定状況

策定時期 計画名称

平成２８年３月 熊本地域公共交通網形成計画

合志市地域公共交通網形成計画

人吉・球磨地域公共交通網形成計画

大津町地域公共交通網形成計画

和水町地域公共交通網形成計画

平成２９年３月 美里町地域公共交通網形成計画

平成２９年７月 人吉市地域公共交通網形成計画

平成２９年１１月 水上村地域公共交通網形成計画

平成３０年３月 荒尾市地域公共交通網形成計画

上天草市地域公共交通網形成計画

天草市地域公共交通網形成計画

南阿蘇鉄道沿線地域公共交通網形成計画

平成３１年３月 芦北町地域公共交通網形成計画

宇城市地域公共交通網形成計画

山鹿市地域公共交通網形成計画

山都町地域公共交通網形成計画

令和２年３月 第２期水俣市地域公共交通網形成計画

令和２年１０月 八代市地域公共交通計画

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和
水
町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町
西原村

御船町

嘉島町

益城町

甲佐町

山都町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市 錦町

あさぎり町
多良木町

湯前町

相良村

五木村

山江村

球磨村

天草市
上天草市

苓北町

阿蘇市

南阿蘇村

美里町

玉
東
町

氷川町

熊本市

山鹿市

水上村

人吉市

単独市町村で計画策定

広域（複数市町村）で計画策定

※人吉市、水上村は単独＋広域（人吉・球磨地域）で計画策定 8



６．熊本県地域公共交通協議会の体制

熊本県地域公共交通協議会（本体協議会）

【委員構成】

○県・・・企画振興部交通政策・情報局
○国・・・九州運輸局、熊本運輸支局
○市町村・・・各地域ブロック部会（代表市町）

（※県バス対策協議会のブロック協議会に準拠）

○道路管理者・・・熊本河川国道事務所、県道路保全課
○公安委員会・・・県警本部交通規制課
○学識経験者・・・大分大学 大井尚司教授

○鉄軌道事業者・・・ＪＲ九州熊本支社、おれんじ鉄道、くま川鉄道、
南阿蘇鉄道、熊本電鉄、熊本市交通局

○バス事業者・・・九州産交バス、産交バス、熊本電鉄、熊本バス、都市バス、
共同経営準備室、県バス協会

○タクシー事業者・・・県タクシー協会
○利用者代表・・・県老人クラブ連合会、県ＰＴＡ連合会、県観光連盟

県身体障がい者福祉団体連合会

・この他、計画内容や協議会での議論を踏まえ、必要に応じて関係者がオブザーバーとして参画。
（想定されるオブザーバーの例：県庁内関係課（福祉、観光、都市計画、教育等）、航路・航空路関係交通事業者、港湾管理者、その他関係団体等）
・事務局は県交通政策課が務める。

熊
本
地
域

宇
城
地
域

玉
名
地
域

鹿
本
地
域

菊
池
地
域

阿
蘇
地
域

上
益
城
地
域

八
代
地
域

水
俣
芦
北
地
域

球
磨
地
域

天
草
地
域

地域ブロック部会

【委員構成】

○県・・・交通政策課（※事務局を兼ねる）
○国・・・熊本運輸支局
○市町村・・・各地域ブロック内の全市町村
○交通事業者・・・各地域ブロックの関係交通事業者
（※地域の実情や計画内容等を踏まえ、必要に応じて航路・
航空路・タクシー事業者等もオブザーバーとして参画）

【部会の運用】

・主に市町村との検討・協議等を目的に設置し、会議を開催するもの。
・基本的には、本体協議会の開催ごとに、事前に全地域ブロック部会を開催
することとし、部会における意見は本体協議会に報告する。
・地域ブロック部会は合同開催を可能とする。
（※県バス対策協議会のブロック協議会の取扱いに準拠）
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７．今後の予定

■第２回協議会 【令和２年１１月１３日】
（地域ブロック部会：令和２年10月28日～11月10日）
・熊本県地域公共交通計画（骨子案）について

■第３回協議会 【令和２年１２月～令和３年１月頃】
・熊本県地域公共交通計画（素案）について

→パブリック・コメントの実施

■第４回協議会 【令和３年２月頃】
・熊本県地域公共交通計画（案）について

※開催時期・内容は現時点での予定。
※各回の協議会（本体会議）開催ごとに、事前に地域ブロック部会を開催。 10


